
附属明細書（法人単位）
１．固定資産の取得、処分、減価償却費（「第87 特定の償却資産の減価に係る会計処理」及び「第91 資産除去債務に係る特定の除去費用等の会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）及び減損
損失累計額の明細 ［単位：円］

資 産 の 種 類 期 首 残 高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高
減価償却累計額 減損損失累計額

差引当期末残高 摘要
当期償却額 当期損益内 当期損益外

建 物 454¶464¶788 4¶773¶310 803¶691 458¶434¶407 278¶339¶931 22¶998¶566 0 0 0 180¶094¶476

構 築 物 47¶757¶266 0 0 47¶757¶266 40¶761¶221 1¶916¶054 0 0 0 6¶996¶045

有 形 固 定 資 産
（償却費損益内）

機 械 装 置 2¶986¶564¶220 31¶567¶200 113¶395¶085 2¶904¶736¶335 2¶752¶442¶575 72¶241¶104 0 0 0 152¶293¶760

車 両 運 搬 具 254¶257¶670 8¶155¶472 15¶659¶290 246¶753¶852 223¶835¶307 18¶128¶127 0 0 0 22¶918¶545

工具器具備品 2¶917¶882¶622 43¶710¶288 333¶644¶288 2¶627¶948¶622 2¶351¶035¶345 155¶764¶109 0 0 0 276¶913¶277

計 6¶660¶926¶566 88¶206¶270 463¶502¶354 6¶285¶630¶482 5¶646¶414¶379 271¶047¶960 0 0 0 639¶216¶103

建 物 5¶779¶881¶151 52¶153¶500 18¶797¶541 5¶813¶237¶110 2¶922¶138¶552 171¶616¶377 0 0 0 2¶891¶098¶558

構 築 物 2¶067¶907¶244 0 17¶796¶479 2¶050¶110¶765 1¶592¶055¶727 73¶572¶122 0 0 0 458¶055¶038

有 形 固 定 資 産
（償却費損益外）

機 械 装 置 1¶833¶935¶697 19¶058¶550 0 1¶852¶994¶247 1¶412¶729¶164 151¶691¶172 0 0 0 440¶265¶083

車 両 運 搬 具 2¶835¶000 2¶331¶390 0 5¶166¶390 2¶883¶569 48¶570 0 0 0 2¶282¶821

２．金融商品の時価等に関する事項
期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次のとおりであります。

［単位：円］

貸借対照表計上額 時価 差額

\現金及び預金 108¶310¶178 108¶310¶178 `

]未収金 483¶982¶288 483¶982¶288 `

^未払金 (367¶314¶477) (367¶314¶477) `
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［金融商品に関する注記］
１．金融商品の状況に関する事項
当法人は、資金運用については短期的な預金及び公社債等に限定しております。運転資金を金
融機関から調達することも想定されますが、主務大臣により認可された資金計画に従って資金調
達を行う方針であります。
また、未収債権に係る信用リスクは、契約時点で債権ごとの個別評価を行うことにより、リス
ク低減を図っております。

［資産除去債務に関する注記］

当法人は一部に石綿を使用した建物を有しており、法令の定める方法により石綿を適切に処分す

る債務を有しております。当該建物は現在石綿を適切に封じ込めた状態で使用しておりますが、石

綿は壁面に含まれていることから、処分は建物の建て替え時に行うことになります。

当該建物は運輸技術にかかる研究に利用する実験棟ですが、運輸技術にかかる研究は「交通安全

環境研究所法」第12条「業務の範囲」に規定される当法人の主要業務の一つになっておりますため、

当該建物の建て替え等については当法人の意思決定に加えて関係省庁等の総合的判断も考慮して行

われます。

更に、現在主務大臣から指示されている第３期中期目標（平成23年４月から平成28年３月）にお

いて、当該建物の建て替え等は明記されておらず、当法人が作成した第３期中期計画（平成23年４

月から平成28年３月）においても、当該建物の建て替え等は計画しておりません。

以上の理由により、当該資産に係る資産除去債務の履行時期を合理的に予測することは困難であ

り、資産除去債務を合理的に見積もることはできません。そのため、当該債務に見合う資産除去債

務を計上しておりません。

［重要な後発事象］

該当する事項はありません。

［重要な債務負担行為］

該当する事項はありません。

［区分経理］

独立行政法人交通安全環境研究所法に基づき、審査業務に係る経理（審査勘定）とその他の業務

に係る経理（一般勘定）とに区分しております。

（注１） 負債に計上されているものは、（ ）で示しております。
（注２） 金融商品の時価の算定方法に関する事項

\ 現金及び預金及び ] 未収金
現金及び預金は短期であるため、また未収金は短期間で決済されるため、時価は帳簿
価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

^ 未払金
未払金は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿
価額によっております。
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